
 

－１－

秋田県公報
■　目　次　■

　　　条　例
　○職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例（４５・人事課）…………………………………………４
　○秋田県県税条例の一部を改正する条例（４６・税務課）………………………………………………………………４
　○秋田県県税条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例（４７・税務課）…………………………………６
　○市町村への権限移譲の推進に関する条例の一部を改正する条例（４８・市町村課）………………………………６
　○秋田県スポーツ推進審議会条例（４９・スポーツ振興課）……………………………………………………………６
　○秋田県障害者施策推進協議会条例及び秋田県分譲地内の土地の減額譲渡等に関する条例の一部を改正する条
　　例（５０・障害福祉課）……………………………………………………………………………………………………７
　○秋田県卸売市場条例の一部を改正する条例（５１・流通販売課）……………………………………………………７
　○秋田県租税特別措置法関係手数料徴収条例の一部を改正する条例（５２・建築住宅課）…………………………８

◇職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第45号）
１　災害応急作業等手当について、東日本大震災に対処するためその発生した箇所等において災害警備等の作業に引き
続き５日以上従事した場合は、人事委員会規則で定める額の100分の100に相当する額を加算することとした。（附則
第２項関係）
２　東日本大震災に対処するための作業に従事した場合は、次のとおり災害応急作業等手当を支給することとした。
（附則第３項～第６項関係）

３　施行期日等
　⑴　この条例は、公布の日から施行することとした。
　⑵　この条例による改正後の職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和63年秋田県条例第３号）の規定は、平成23年３
月11日から適用することとした。

◇秋田県県税条例の一部を改正する条例（秋田県条例第46号）
１　引用している地方税法施行令（昭和25年政令第245号）及び地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号）の条項
を改めることとした。（第73条、第76条の４、第76条の５及び附則第16条関係）
２　引用しているスポーツ振興法（昭和36年法律第141号）及びその条項に係る部分を改めることとした。（第86条関
係）
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作業区域

東京電力株式会社福島第一原子力発
電所の敷地内

警戒区域

計画的避難区域

作業区分

人事委員会が認める施設外

人事委員会が認める施設内

屋外（人事委員会が認める作業）

屋外（上記の作業以外）

屋内

屋外

屋内

手当の額（日額）

20,000円

5,000円

　20,000円（１日の作業時間が４時
間未満の場合は60/100を乗じた額）

　10,000円（１日の作業時間が４時
間未満の場合は60/100を乗じた額）

2,000円

　5,000円（１日の作業時間が４時
間未満の場合は60/100を乗じた額）

1,000円
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３　警戒区域設定指示区域内の自動車（以下「対象区域内自動車」という。）の警戒区域設定指示が行われた日におけ
る所有者等が対象区域内自動車以外の自動車（以下「他の自動車」という。）を取得した場合において、当該他の自
動車を取得した後に対象区域内自動車の用途廃止等が行われ、かつ、当該取得した他の自動車を当該用途廃止等を
行った対象区域内自動車に代わるものと秋田地域振興局長が認めるときは、当該他の自動車の取得に対する自動車取
得税に係る徴収金に係る納税義務を免除し、又は当該徴収金を還付する特例措置を講ずることとした。（附則第29条
の２関係）
４　対象区域内自動車の警戒区域設定指示が行われた日における所有者等が３の適用を受けることとなった場合におい
ては、当該所有者等が取得した他の自動車に対する平成23年度から平成25年度までの各年度分の自動車税に係る徴収
金に係る納税義務を免除し、又は当該徴収金を還付する特例措置を講ずることとした。（附則第31条関係）
５　施行期日等
　⑴　この条例は、公布の日から施行することとした。
　⑵　この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとした。
　⑶　秋田県行政機関設置条例の一部を改正する条例（平成22年秋田県条例第57号）について所要の規定の整理を行う
こととした。

◇秋田県県税条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第47号）
１　引用している地方税法施行令（昭和25年政令第245号）について、該当する条項を加えることとした。（第１条関
係）
２　施行期日
　　この条例は、公布の日から施行することとした。

◇市町村への権限移譲の推進に関する条例の一部を改正する条例（秋田県条例第48号）
１　高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部を改正する法律（平成23年法律第32号）による高齢者の居住の安定
確保に関する法律（平成13年法律第26号）の一部改正に伴い、権限移譲対象事務から、高齢者向け優良賃貸住宅の供
給計画の認定等の事務を除くこととした。（第５条及び別表第22関係）
２　地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成23年法律第37
号）による学校教育法（昭和22年法律第26号）の一部改正に伴い、権限移譲対象事務として定める市町村の設置する
幼稚園の設置廃止等に係る認可の事務を届出の受理の事務に改めることとした。（第６条及び別表第29の２関係）
３　地方自治法の一部を改正する法律（平成23年法律第35号）の施行に伴い、権限移譲対象事務から、財産区の財産等
の処分等の同意等の事務を除くこととした。（第10条及び別表第61の２関係）
４　臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律の一部を改正する法律（平成17年法律第39号）附則第３条第２項の規
定に基づく衛生検査技師の免許に係る経過措置の終了に伴い、経由事務から、衛生検査技師の免許の申請の受理の事
務を除くこととした。（別表第85関係）
５　その他所要の規定の整理を行うこととした。
６　施行期日
　　この条例は、一部を除き、公布の日から施行することとした。

◇秋田県スポーツ推進審議会条例（秋田県条例第49号）
１　スポーツ基本法（平成23年法律第78号）第31条の規定に基づき、同条に規定する合議制の機関として、秋田県ス
ポーツ推進審議会を置くこととした。（第１条関係）
２　秋田県スポーツ推進審議会の組織、委員の任期、会長、会議等について定めることとした。（第２条～第５条関
係）
３　施行期日等
　⑴　この条例は、公布の日から施行することとした。
　⑵　秋田県スポーツ振興審議会条例（昭和37年秋田県条例第17号）を廃止することとした。
　⑶　特別職の職員で非常勤のものの報酬および費用弁償に関する条例（昭和31年秋田県条例第35号）について所要の
規定の整備を行うこととした。

◇秋田県障害者施策推進協議会条例及び秋田県分譲地内の土地の減額譲渡等に関する条例の一部を改正する条例（秋田
県条例第50号）
１　秋田県障害者施策推進協議会条例（昭和47年秋田県条例第６号）の一部改正（第１条による改正）
　　引用している障害者基本法（昭和45年法律第84号）の条項を改めることとした。（第１条関係）
２　秋田県分譲地内の土地の減額譲渡等に関する条例（平成22年秋田県条例第19号）の一部改正（第２条による改正）

◇ ◇
◇ ◇

◇ ◇
◇ ◇
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　　引用している障害者基本法の条項を改めることとした。（第２条関係）
３　施行期日
　　この条例は、公布の日から施行することとした。

◇秋田県卸売市場条例の一部を改正する条例（秋田県条例第51号）
１　中央卸売市場の地方卸売市場への転換の許可（以下単に「転換の許可」という。）をしたときは、その許可に係る
開設者及び卸売業者に対し地方卸売市場の開設の許可証及び地方卸売市場における卸売業者の許可証を交付しなけれ
ばならないこととした。（第９条関係）
２　転換の許可をしたときは、その許可に係る地方卸売市場の開設の許可及び地方卸売市場の卸売業者の許可をした旨
を告示しなければならないこととした。（第30条関係）
３　転換の許可の申請をする者から手数料を徴収することとし、その額を当該申請１件につき30,000円とすることとし
た。（第31条関係）
４　その他所要の規定の整備を行うこととした。
５　施行期日
　　この条例は、公布の日から施行することとした。

◇秋田県租税特別措置法関係手数料徴収条例の一部を改正する条例（秋田県条例第52号）
１　手数料を徴収する事務から、租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号）第39条の７第９項の規定による事業の
認定の申請及び同条第11項の規定による事情の認定の申請に係る事務を除くこととした。（別表関係）
２　施行期日
　　この条例は、公布の日から施行することとした。
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◇ ◇
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条　　　　　　　　例

　 次 に 掲 げ る 条 例 を こ こ に 公 布 す る 。

　 一　 職 員 の 特 殊 勤 務 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 二　 秋 田 県 県 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 三　 秋 田 県 県 税 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 四　 市 町 村 へ の 権 限 移 譲 の 推 進 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 五　 秋 田 県 ス ポ ー ツ 推 進 審 議 会 条 例

　 六　 秋 田 県 障 害 者 施 策 推 進 協 議 会 条 例 及 び 秋 田 県 分 譲 地 内 の 土 地 の 減 額 譲 渡 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 七　 秋 田 県 卸 売 市 場 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 八　 秋 田 県 租 税 特 別 措 置 法 関 係 手 数 料 徴 収 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

　 　 平 成 二 十 三 年 十 月 十 四 日

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 秋 田 県 知 事　 佐　 竹　 敬　 久
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